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堺市イノベーション投資促進条例に基づく企業立地計画を認定しました 

 

堺市では、市内の工業適地や都市拠点に企業投資を誘導することによって雇用や事業機会を拡大し、堺市産業

の持続的な発展と市民生活の向上に寄与することを目的に「堺市イノベーション投資促進条例」を施行しています。 

このたび、5 件の企業立地計画（うち、変更企業立地計画 1 件）を認定しました。認定された企業は、市税（家

屋及び償却資産への固定資産税、家屋への都市計画税、事業所税）の軽減による優遇措置を受けることができま

す。 

なお、5 件の認定投資総額の見込みは約 2462 億円、雇用見込者数は 5 年間で約 40 名の計画です。 

 

1 認定概要                                                （企業名五十音順） 

企業名 投資場所 認定内容 

株式会社栗本鐵工所 堺市西区石津西町 14-1 

老朽化する水道インフラの更新需要の増加に 

対応し、管路弁の生産能力の向上を図るため 

の工場を新設する投資 

ソフトバンク株式会社 

【変更企業立地計画】 
堺市堺区匠町 1 

国内の企業・研究機関・学術機関に計算リソ 

ースや AI サービスを提供する AI データセンター 

を整備する投資 

株式会社田中食品興業所 堺市堺区砂道町3-118-2 

需要増に伴う生産量増加に対応するため、通 

函（プラスティックコンテナ）の洗浄能力を増強 

する洗浄棟を新設し、生産体制の強化を図る 

投資 

株式会社BANDAI SPIRITS 堺市堺区築港八幡町 1-171 

プラモデル事業の更なる拡大と海外市場にお 

ける需要の高まりを見据え、生産能力増強を 

図るための工場を新設する投資 

株式会社阪和紙業社 堺市美原区今井 65-1・3 

フィルムスリット加工の生産効率向上を図るた 

め、工場を堺市内に新設し、併せて堺市内に 

本社機能を移転する投資 

※各企業の投資額及び投資計画は、各企業の権利や競争上の地位、その他正当な利益を害する場合があるこ

とから、本市からの公表は控えさせていただきます。 

    

2 認定日 令和 8 年 10 月 16 日（金） 

 

 

 



 

3 堺市イノベーション投資促進条例の概要 

【工業適地における投資】 

（1）対象事業 

○次の特定事業所等の新設、拡張または移転 

・工場、事務所（製造業及び情報通信業に限る） 

・研究所、高度物流施設（業種制限なし） 

・脱炭素エネルギー供給拠点（家屋の整備を伴わない投資も可） 

○家屋の整備を伴わない投資であって次の分野または技術に関する償却資産導入による事業所の整備 

・成長産業分野または特定重要物資、技術に関する投資 

・温室効果ガスの大幅な削減が見込まれる技術の導入 

（2）対象区域 

工業専用地域、工業地域、準工業地域 

（3）優遇内容 

＜軽減税目＞固定資産税（家屋・償却資産）、都市計画税（家屋）、事業所税（資産割） 

＜軽減期間＞最長 5 年間 

＜軽 減 率＞ 

家屋の整備を伴う投資 

 要件 軽減率 

① 

基本要件 

投下固定資産額※ 中小企業：1 億円以上 

大企業：10 億円以上 

1／2 

② 

成長産業分野、特定重要物資・技術関連の本社・研究所 

①の要件＋成長産業分野や特定重要物資・技術関連の本社（市外からの移転に
限る）・研究所の整備 

脱炭素エネルギー供給拠点 

①の要件＋脱炭素エネルギー供給拠点の整備 

2／3 

 

 家屋の整備を伴わない投資 

 要件 軽減率 

③ 

成長産業分野や特定重要物資・技術に関する投資 

温室効果ガスの大幅な削減が見込まれる技術の導入 

投下固定資産額  中小企業：1 億円以上 

大企業：10 億円以上 

1／3 

 

【都市拠点における投資】 

（1）対象事業（次の特定事業所等の新設、拡張または移転） 

・事務所、研究所（業種制限なし） 

（2）対象区域 

都心地域、中百舌鳥地域、泉ヶ丘地域 



 

（3）優遇内容 

＜軽減税目＞固定資産税（家屋・償却資産）、都市計画税（家屋）、事業所税（資産割） 

＜軽減期間＞最長 5 年間 

＜軽 減 率＞ 

 要件 軽減率 

① 

基本要件 

投下固定資産額※：10 億円以上 

（本社・研究所の新設・拡張または市外からの移転は 1 億円以上） 

1／2 

② 

都心地域における成長産業分野に進出する企業の本社・研究所 

投下固定資産額：2 億円以上 

（本社・研究所の新設・拡張または市外からの移転は 1 億円以上） 

都心地域において成長産業分野の本社（市外からの移転に限る）または研究所を 

整備するもの 

2／3 ③ 

中百舌鳥地域における新事業創出企業の投資 

投下固定資産額：2 億円以上 

（本社・研究所の新設・拡張または市外からの移転は 1 億円以上） 

中百舌鳥地域において、産業支援機関等と連携して先進的な事業を創出しようとす 

る企業の投資 

④ 

泉ヶ丘地域におけるスマートシティ構想に資する事業に関する投資 

投下固定資産額：2 億円以上 

（本社・研究所の新設・拡張または市外からの移転は 1 億円以上） 

泉ヶ丘地域において、スマートシティ構想に資する事業（ICT、環境エネルギー、 

次世代輸送、防災）を行う企業の投資 

⑤ 

中百舌鳥地域・泉ヶ丘地域における特定の成長産業分野に関する投資 

投下固定資産額：2 億円以上 

（本社・研究所の新設・拡張または市外からの移転は 1 億円以上） 

＋下記㋐または㋑のいずれかに該当 

㋐中百舌鳥地域において ICT 関連の事業を行う企業の投資 

㋑泉ヶ丘地域において次世代ヘルスケア関連の事業を行う企業の投資 

3／4 

※投下固定資産額…特定事業所等の新増築及び建替え並びに事業の用に供する償却資産の取得に

要した費用の合計額。 
 

問
い
合
わ
せ
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担 当 課：産業振興局 産業戦略部 産業成長推進課 

電 話：072-228-7629 

フ ァ ッ ク ス：072-228-8816 

 


